
 

「投資勧誘のあり方に関するワーキング・グループ」 

（第 25 回） 

 

平成 25 年７月 17 日 

1 0 時 0 0 分 ～ 

協 会 第１会議室 

 

 

次     第 

 

 

１．高齢者に対する勧誘・販売フロー（案） 

  － 金融庁監督局 証券監督調整官 原田 実 殿 － 

 

２．今後の進め方 

 

３．その他 

 

以  上 



高齢者に対する勧誘・販売フロー（案）

対面（外交）での勧誘・販売 電話での勧誘・販売 店頭での勧誘・販売

①勧誘開始基準

②受注方法

③勧誘翌日以降の
受注

④約定連絡の方法

⑤モニタリング

高齢者への勧誘開始基準の設定

・年齢基準の設定

・勧誘・販売可能商品の限定

・高リスク商品を勧誘しようとする場合には、役席者が事前面談等

を実施した上で、勧誘の可否を判断

【担当営業員】

○以下のいずれかの方法により受注

・家族同席の上、買付指示書（同席した家族の署名入り）を徴求 【④へ】

・家族の同席が困難な場合は、即日受注せず、翌日以降改めて受注 【③へ】

（電話のみ録音機

能あり）
（録音機能なし）

【担当営業員以外の者】

約定後、営業担当以外の者より、約定連

絡（録音機能付固定電話で通話・保存）

【内部管理責任者等】

通話録音を確認

【内部管理責任者等】

買付指示書、受注記

録等を確認

高齢者への勧誘開始基準の設定

・年齢基準の設定

・勧誘・販売可能商品の限定

・高リスク商品を勧誘しようとする場合には、役席者

が事前面談等を実施した上で、勧誘の可否を判断

【担当営業員】

・即日受注の禁止

【担当営業員以外の者】

約定後、営業担当以外

の者より、約定連絡（録

音機能付固定電話で通

話・保存）

【内部管理責任者等】

通話録音を確認

【内部管理責任者等】

約定連絡記録等の確

認

（対面・電話の録

音機能あり）

【内部管理責任者等】

対面・通話録音を確

認

（電話の録音機能

あり）
（録音機能なし）

高齢者への勧誘開始基準の設定

・年齢基準の設定

・勧誘・販売可能商品の限定

・高リスク商品を勧誘しようとする場合には、役席者

が事前面談等を実施した上で、勧誘の可否を判断

【担当営業員】

・ 役席者の同席又は家族の同席

・ 買付指示書の徴求

（固定電話の録音

機能あり）
（録音機能なし）

【担当営業員以外の者】

約定後、営業担当以外の者より、約定

連絡（録音機能付固定電話で通話・保

存）

【担当営業員以外の

者】

・約定後、営業担当以

外の者より、約定連絡

（電話）

・約定連絡の記録（連

絡者名、日時等）を保

存

【内部管理責任者等】

通話録音を確認

【内部管理責任者等】

買付指示書、約定連

絡記録等を確認

（対面・固定電話

の録音機能あり）

【内部管理責任者等】

対面・通話録音を確

認

【役席者】

録音機能付電話

により受注し、録

音を保存

【役席者】

対面（録音）又は

録音機能付電話

により受注し、録

音を保存

【役席者】

録音機能付電話に

より受注し、録音を

保存

【役席者】

受注記録（受注

日時、商品名、

数量等）を保存

【担当営業員以外の

者】

・約定後、営業担当以

外の者より、約定連絡

（電話）

・約定連絡の記録（連

絡者名、日時等）を保

存

約 定

【担当営業員以外の

者】

・約定後、営業担当以

外の者より、約定連絡

（電話）

・約定連絡の記録（連

絡者名、日時等）を保

存

【役席者】

受注記録（受注日時、

商品名、数量等）を

保存



高齢者に対する勧誘・販売に関する対応について 

 

平成 25 年７月 17 日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

１．趣旨 

少子高齢化が進み、金融資産の多くが高齢者に集中してきている。また、高

齢者にとっても公的年金制度を補完するためなどの目的で資産運用は必要な

ものとなっている。 

そのような中、高齢者に対する金融商品の勧誘・販売に関してのトラブル等

も見られるところである。 

本協会では、投資勧誘のあり方について適合性の原則を踏まえた自主規制規

則を設け、さらに複雑な金融商品についての勧誘に係る規則などを設けている

ところであるが、高齢化社会に適切に対応していくにあたって、高齢者に対す

る勧誘・販売態勢等についての協会員の目線を合わせる趣旨から、勧誘開始か

ら受注、約定、約定後のモニタリングまで、各段階における適正なプロセスを

検討し、必要な自主規制のあり方について検討を行う。 

 

 

２．検討ワーキング・グループ 

「投資勧誘のあり方に関するワーキング・グループ」 

  （初回会合を７月 11 日、第２回会合を本日開催した。） 

 

 

３．主な検討項目 

 （１）勧誘開始基準  

（２）受注方法 

（３）約定連絡 

（４）モニタリング態勢 

 

 

４．検討時期 

７月から検討を開始しており、本年秋頃を目途に一定の結論を得る予定。 

 

 

以 上 

記者会見資料 
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